
河川域および河道水面下における表面波探査の適用性 

 

APPLICABILITY OF SURFACE WAVE METHOD AT RIVER AREA 

 

北見工業大学大学院 工学科社会環境工学専攻 ○学生員 森田大詞 (Taishi Morita) 

北見工業大学教授  工学部社会環境工学科   正 員 渡邊康玄 (Yasuharu Watanabe) 

北見工業大学助教  工学部社会環境工学科   正 員 川尻峻三 (Shunzo Kawajiri) 

 

 

1．はじめに 

 北海道常呂川水系無加川では，多くの横断構造物の設

置や砂利採取などによる上流からの土砂供給量の減少や，

高水敷による低水路幅の縮小によって，河床低下が進行

している。河床低下に伴い，河床下に存在する軟岩や火

山灰層が露出している。軟岩や火山灰層は，浸食に弱い

特徴があるため，これらが露出すると急激な河床低下が

発生する。この急激な河床低下は，橋脚の根入れ不足や

護岸機能の損失など安全性の問題が存在するため，河床

低下の早急な対策が必要とされる 1)。 

 河床低下の適切な対策を実施するためには，対象とす

る河川の河床下の地盤構造の情報を得る必要がある。陸

域では，地盤構造を把握する方法として，ボーリング調

査のようなピンポイントの情報を得る方法がある。しか

し，広範囲において地盤構造の把握が必要な河川域でボ

ーリング調査を実施することは，多額の費用や労力，時

間が必要となるため，現実的に難しい。近年，地盤の剛

性を間接的に表現するパラメータである S 波速度の 2

次元分布を非破壊で取得可能な表面波探査が，注目され

てきている 2),3)。 

 そこで本研究では，河床下の地盤構造の把握に対して

表面波探査の適用性を検討するため，常呂川水系無加川

において洗掘の進行が顕著な領域を対象とし，複数の横

断測線上で表面波探査を実施した 4)。表面波探査から得

られた S 波速度の 2 次元分布とボーリング調査から得

られた N 値を比較し，表面波探査の有効性を評価する

とともに，顕著に露出している火山灰層の S 波速度を

把握した。さらに，河道内での表面波探査の実施を可能

とするための治具を開発し，河道内の水面下における表

面波探査の適用性について検討した。 

2．表面波探査のおよび探査箇所の概要 

(1)表面波探査の概要 

 表面波探査は，地盤の地表付近を伝わる表面波(レイ

リー波を測定・解析することにより地盤の S 波速度を

求めることができる調査方法である 5)。図-1 は表面波探

図-1 表面波探査の概要図 

図-2 陸域での表面波探査の実施測線 

図-3 陸域での表面波探査の実施状況 
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査の概要を簡潔的に示したものである。ハンマー等によ

る人工起振によって地面に衝撃を与えることで，地面に

対して横方向の表面波を発生させる。この表面波は，一

般的に周波数の大きさにより横方向に伝播する速度が変

化する。高周波数の波は浅い地盤の構造を，低周波数の

波は深い地盤の構造を反映する。この異なる波長の S

波速度を逆解析することで，地盤の S 波速度の 2 次元

分布を非破壊で得ることができる。 

(2)陸域における探査箇所の概要 4) 

図-2 は，本研究で対象とした常呂川水系無加川にお

いて，表面波探査とボーリング調査を実施した箇所を示

している。表面波探査の対象探査範囲は KP4.5～7.0 の

右左岸である。図-3 は，表面波探査の実施状況を示し

ている。表面波探査の測線の始点は出来る限り水際に近

い場所とし，探査の 1 回の測線長は，48m または 72m 

とし，表面波を観測する地震計の設置間隔は 2m，起振

点の間隔も地震計と同様に 2m としている。KP5.0 の左

岸地点においてボーリング調査による標準貫入試験で取

得した N 値と，表面波探査で取得した S 波速度の比較

を行い，河川域における地盤構造の把握に対する表面波

探査の適用性について評価した。 

(3)河道水面下における探査箇所および探査方法 

 図-4 は河道水面下における表面波探査の周辺状況を

示し，図-5 はそこでの表面波探査の実施状況を示す。

探査箇所は，KP5.5 付近の右岸低水路内である。この付

近は，図-4 にみられるように軟岩および火山灰層の露

出が顕著である。KP5.5 付近の右岸で，冠水していない

陸域と冠水している箇所において，実施した表面波探査

により取得した S 波速度の 2 次元分布の連続性を比較

することで，河道水面下における表面波探査の適用性を

評価した。探査を実施する際に，地震計が流水によって

流出や河川の流れによるノイズを直接受けないようにす

るため，図-6 の左に示すような鉄製の円筒形状の治具

を開発し，地震計の上から被せるように設置した。また，

この治具の形状や材質，重さは，同図の右に示すように，

開水路実験を実施した結果，水深 0.3m の条件で流速

0.7m/s までは，治具内で流速が 0.1m/s 以下になってい

ることを確認された。図-7 は開水路実験によって取得

した流速のグラフを示したものである。なお，治具内の

流速は流速計を治具の上から差し込むように設置し，計

測した。 

 図-8 は，表面波探査を実施する際に陸域と水中に設

置する地震計の金属土台部の違いを示したものである。 

通常の陸域での表面波探査は，地震計の金属製土台部が

皿鉢状のものとする。これに対して，河道内で表面波探

査を実施する際，流水が存在する状態で地震計を設置す

るため，陸域で使用する皿鉢状の金属土台部での設置は

困難であると判断し，金属製土台部を金属製のニードル

状のものと交換し，地震計を河床に差し込むように設置

した。探査方法は，図-5 が示す実施状況のように，起

振する際，先端が杭状になっている単管を河床上に接地

し，この単管の上部をかけやで打撃する方法とした。 

 図-9 は，河道水面下で実施した測線の簡易的な横断

図である。測線長は 12m とし，地震計および起振点の

間隔は 1m とした。また，探査実施日(2016 年 8 月)の河

川水位は 0.5m であり，水際から 3m の範囲は水中に地

図-4 河道水面下における表面波探査の周辺の状況 

図-5 河道内での表面波探査の実施状況 

図-6 開発した治具と開水路実験の様子 

図-7 開水路実験のより取得した流速グラフ 
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震計を設置し，残り 9 個は冠水していない陸域に設置し

た。 

3．結果および考察 

(1)陸域における探査結果 4) 

 図-10 は，KP5.0 の左岸において，表面波探査を実施

し，取得した S 波速度，ボーリング調査から取得した

N 値および採取試料から判断した土層区分の深度分布を

示している。S 波速度と N 値の深度方向の変化を比較

すると，深度 3m の局所的な硬質箇所(礫打ち) を除くと，

深度とともに増加する傾向にあった。このことから，河

川域における陸域の表面波探査で取得した S 波速度は，

ボーリング調査から取得した N 値と同等の地盤性状を

表わす指標であり，地盤特性の変化を把握することがで

きると判断できる。S 波速度と土層区分の比較により，

火山灰層の S 波速度が 250~300m/s 程度となる結果を得

た。しかしながら，S 波速度は，その地点での地盤の密

度などに依存することが知られている 6)。火山灰の降灰

状況などによって変化するため，S 波速度もこれに対応

して変化する。この点については，今回対象河川とした

常呂川水系無加川では，地盤探査を実施した範囲内の他

のボーリング調査の結果との比較により，KP4.5~7.0 に

おける S 波速度は，250~300m/s 程度が火山灰に相当す

ると確認された 4)。 

(2)河道内水面下における探査結果 

 過去に水中における表面波探査が実施されているが，

その結果では，時間領域の波形データにおいて，地表面

に伝播する表面波とは異なる水中に伝播する P 波(速度

は 1500m/s)が確認されることが報告されている 7)。この

ように，これまでは,S 波よりも早く P 波が到達するこ

とにより，S 波の測定が困難なものとなっている。しか

しながら本研究で実施した際に取得した波形データでは，

P 波の到達が確認できなかった。理由として，流水によ

る影響を防ぐために開発した治具により，単管を打撃し

た際に発生した水中を伝播する波の影響を軽減したため

と考えられる。治具を上から被せられた地震計は，常時

モニターで確認した波形データに流水による影響がない

ことを確認している。このように，本研究で開発した治

具を使用することで，河道内水面下における S 波速度

の調査の妨げとなる水中を伝播する P 波による影響を

軽減し，河道水面下の河床における S 波速度を調査で

きる可能性がある。 

図-11 は，KP5.5 の右岸の河道内水面下および陸域で

実施した表面波探査から取得した S 波速度分布である。

2016 年 8 月の実施により，河道水面下で取得した測線

長 3m 分の S 波速度分布において，深度約 2m までは，

250~300m/s であり，深度約 3~6m までは，300~350m/s

である。図-11 に本研究において，火山灰に相当する S

波速度 250~300m/s を黒点線で示した。図-4 で示したよ

うに，実施した際の周辺には，露出した火山灰層が存在

していることから，河道内水面下における表面波探査で

取得した S 波速度分布は冠水していない箇所での結果

図-10 KP5.0 の左岸の S 波速度，N 値，土層区分 

図-8 地震計の金属製土台部 

図-9 河道内での表面波探査の実施測線の横断図 
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とともに，地盤構造を適切に表現しているものと判断で

きる。 

次に，2016 年 8 月の実施により，取得した S 波速度

分布と 2015 年 8 月の実施により，取得した S 波速度分

布を比較して分布の連続性から 2016 年 8 月の実施によ

り取得した S 波速度分布の整合性を評価する。河道内

水面下と陸域での探査では，探査区間が重複箇所ではあ

るが，河道内水面下の探査実施日(2016 年 8 月)と陸域で

の探査実施日(2015 年 8 月)が異なるため，この期間の出

水により洗掘が進行し，河床や河道の形状が大きく変化

していた。以上のことから，同一箇所での比較は難しい

と判断し，比較的深度が大きく洗掘の影響を受けていな

い箇所の連続性に注目し，探査結果の整合性を評価した。

約深度 5m までは良く一致しており，S 波速度の連続性

を確認できる。このことから，開発した治具により，流

水による影響を軽減することを可能にし，陸域とは異な

る起振方法および地震計の設置方法をとることで，約深

度 5m までの河川域における水中から陸域までの連続し

た S 波速度分布を取得することが可能であると言える。 

4．まとめ 

本研究では，河川域および河道内水面下における表面

波探査の適用性を評価した。表面波探査から取得した S

波速度とボーリング調査から取得した N 値は，深度方

向の変化の傾向が良く一致している。このことから河川

域における表面波探査から取得した S 波速度は，ボー

リング調査から取得できる N 値と同等の地盤情報を把

握する指標であることがわかった。また，河道内水面下

で表面波探査の実施を可能とするために，開水路実験で，

水深 0.3m，最大流速 0.7m/s の条件のもとで地震計の流

出を防ぐことを可能とする治具を開発し，実際の探査の

際に，治具を使用することで，河道内で流水による影響

を軽減した波形データの取得を可能とした。さらに，地

震計下部の金属製土台部をニードル状のものにし，地震

計を水面下河床に差し込む設置方法や杭状になっている

単管を河床上に接地し，この単管上部をかけやで打撃す

る方法といった陸域とは異なる方法を採用することで，

本研究が対象とする常呂川水系無加川における河川域の

火山灰層の範囲を河道内水面下でも取得できた。加えて，

S 波速度分布において，約深度 5m までは，陸域および

河道内水面下で取得した S 波速度分布の連続性が確認

できたため，治具を使用することや新たな地震計の設置

および起振方法を採用することで河道内水面下から陸域

まで連続した S 波速度分布が取得を可能とした。 

今後は，今回開発した治具および新たな探査方法を用

いて，他の測線での実施し，河道内水面下および陸域で

の S 波速度分布を取得して河床変動解析の初期モデル

に反映させる予定である。 
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図-11 河道内および陸域での S 波速度分布 
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